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5 要綱と名簿

地域福祉に関する計画策定委員会設置要綱

　（設置）
第１条　名古屋市地域福祉計画及び名古屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画（以下
「地域福祉に関する計画」という。）の策定にあたり、関係機関・団体及び住民等
の参加を得て、地域の実情に応じた計画を策定するため、地域福祉に関する計画
策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置する。

　（定義）
第２条　この要綱における用語は、以下のとおりとする。
（1）　名古屋市地域福祉計画は、社会福祉法第 107 条に基づき名古屋市が策定する計

画をいう。
（2）　名古屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画は、社会福祉法人名古屋市社会福祉

協議会（以下「市社協」という。）が地域福祉の計画的な取り組みを進めるため
に策定する計画をいう。

　（協議事項）
第３条　策定委員会は、次の各号に掲げる事項について協議を行う。
（1）　名古屋市地域福祉計画の策定に関すること。
（2）　名古屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画の策定に関すること。
（3）　その他地域福祉に関する計画に関すること。

　（組織）
第４条　策定委員会の委員は、30名以内とし、次の各号に掲げる者のうちから名古
屋市健康福祉局長及び市社協会長が依頼する。

（1）　関係団体から推薦された者
（2）　学識経験者
（3）　市民代表者等
２　策定委員会に会長を置き、委員の互選をもって定める。
３　会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指定する者がその職務を代理する。

　（任期）
第５条　策定委員会の委員の任期は、第１回策定委員会開催の日から平成 27年 3 月
31 日までとする。
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　（会議）
第６条　策定委員会の会議は、会長が招集し、会長は会議の議長となる。
２　策定委員会は、必要があると認める場合には、会議に関係者の出席を求め、意見
を聴くことができる。

３　会議は、原則として公開とする。

　（専門部会）
第７条　策定委員会には、専門部会を置く。
２　専門部会は、策定委員会により付議された計画に盛り込むべき事項について検討
を行い、その経過及び結果を策定委員会に報告する。

３　専門部会の構成及び運営その他必要な事項は、別に定める。

　（庶務）　
第８条　策定委員会の庶務は、名古屋市健康福祉局高齢福祉部地域ケア推進課及び市
社協総務部において処理する。

　（委任）
第９条　この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営その他必要な事項は、会長
が別に定める。

　附　則　
この要綱は、平成 25 年 6 月 20 日から施行する。
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地域福祉に関する計画策定委員会専門部会設置要領

　（設置）
第１条　地域福祉に関する計画策定委員会設置要綱第７条第３項の規定に基づき、地
域福祉に関する計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）のもとに、策定委
員会専門部会（以下「専門部会」という。）を設置する。

（所掌事務）
第２条　専門部会は、次の各号に掲げる事項について処理する。
（1）　名古屋市地域福祉計画の策定に係る住民意見聴取及び素案、成案の作成に関す
ること。

（2）　名古屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画の策定に係る住民意見聴取及び素案、
成案の作成に関すること。

（3）　その他地域福祉に関する計画に関すること。

（組織）
第３条　専門部会の委員は、策定委員会の委員の中から選出する。
２　専門部会に部会長を置き、策定委員会の長をもって充てる。
３　部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指定する者がその職務を代理する。

（会議）
第４条　専門部会の会議は、部会長が招集し、部会長は会議の議長となる。
２　専門部会は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見を聴
くことができる。

３　会議は、原則として公開とする。

（庶務）
第５条　専門部会の庶務は、名古屋市健康福祉局高齢福祉部地域ケア推進課及び名古
屋市社会福祉協議会総務部において処理する。

（委任）
第６条　この要領に定めるもののほか、専門部会の運営その他必要な事項は、部会長
が別に定める。

　附　則
この要領は、平成 25 年 6 月 20 日から施行する。
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氏名 所属

学識経験者 小松理佐子
長岩　嘉文

日本福祉大学
日本福祉大学中央福祉専門学校

地域福祉関係団体 鬼頭　正男
武藤ユリ子

社会福祉法人名古屋市東区社会福祉協議会
社会福祉法人名古屋市名東区社会福祉協議会

地域活動団体

林　　繁昌
浅見　吉郎
中村　　修
山嵜　梅治

名古屋市区政協力委員議長協議会（2 6 年 8月まで）
名古屋市区政協力委員議長協議会（2 6 年 9月から）
名古屋市保健委員会
名古屋市民生委員児童委員連盟

社会教育関係団体 伊藤　武子 名古屋市地域女性団体連絡協議会

高齢者福祉
関係団体

尾関　英浩
長尾　　曻

名古屋市老人福祉施設協議会
名古屋市老人クラブ連合会

障害者福祉
関係団体

浅野　義勇
王子田　剛
酒井　光雄

名古屋市障害者団体連絡会
愛知県精神障がい者福祉協会
名古屋市知的障害者福祉施設連絡協議会

児童福祉関係団体
伊東　世光
柴田　弘二
新美　三枝

名古屋民間保育園連盟
名古屋市児童養護連絡協議会
名古屋市子ども会連合会

教育関係団体
小口　博則
廣田　　創
長谷川榮一

名古屋市立小中学校長会
名古屋市立小中学校 PTA協議会（2 6 年 5月まで）
名古屋市立小中学校 PTA協議会（2 6 年 6月から）

保健医療関係団体

安藤　正晃
竹田　和夫
野田　雄二
服部　達哉

名古屋市歯科医師会（2 6 年 6月まで）
名古屋市歯科医師会（2 6 年 7月から）
名古屋市薬剤師会
名古屋市医師会

市民活動関係団体
織田　元樹
栗田　暢之
三島知斗世

特定非営利活動法人	ボラみみより情報局
特定非営利活動法人	レスキューストックヤード
特定非営利活動法人	ボランタリーネイバーズ　

市民公募委員

後藤　桂一
佐々木淳行
冨田　捷治
日比野　勝

「地域福祉に関する計画」策定委員会　委員名簿

「区分」ごとに各委員のご氏名の五十音順（敬称省略）
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氏名 所属

学識経験者 小松理佐子
長岩　嘉文

日本福祉大学
日本福祉大学中央福祉専門学校

市民活動関係団体
織田　元樹
栗田　暢之
三島知斗世

特定非営利活動法人	ボラみみより情報局
特定非営利活動法人	レスキューストックヤード
特定非営利活動法人	ボランタリーネイバーズ　

市民公募委員

後藤　桂一
佐々木淳行
冨田　捷治
日比野　勝

氏名 所属

地域活動団体
青木　敬子
小崎　惠子
古橋　元晴

名古屋市民生委員児童委員連盟
名古屋市民生委員児童委員連盟
八社学区福祉推進協議会

「地域福祉に関する計画」策定委員会専門部会　委員名簿

出席を求める関係者

「区分」ごとに各委員のご氏名の五十音順（敬称省略）
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6 用語解説

あ ○新たな区役所改革計画
　区役所の将来像の実現をめざし、予算、組織・定員、人事の仕組みの構築や、
他の行政機関との連携強化など、地域の総合行政機関としての機能強化を図るため
の新たな取り組みを定めた計画です。

○新たな区役所改革計画アクションプラン
「新たな区役所改革計画」をさらに進めるために策定したアクションプランです。

○アクセシビリティ
　高齢者・障害者を含む誰もが、さまざまな製品や建物やサービスなどを支障なく
利用できるかどうか、あるいはその度合いをいいます。

か ○学区連絡協議会
　住民相互の交流を図り、連帯を高めることを目的として、学区内の様 な々団体の代
表等で構成された協議組織です。小学校区単位（＝学区）に設置され、学区におけ
るコミュニティ活動の中心的役割を担っています。

○区政運営方針
　地域の課題や要望を踏まえて行政サービスや区民生活の向上を図るため、この1
年間に区役所が主体的に取り組む事業をまとめ、区民の皆さまにお示しする方針です。

○区政協力委員（区政協力委員会）
　自治会 (町内会など ) 単位に選出され、住民と行政とのパイプ役として市長から委
嘱されています。行政からの情報を住民に伝達し、住民の市区に対する意見を行政
に反映させるための名古屋市独自の制度であり、市内で約５，５００名の委員が、安
心安全で快適なまちづくりをはじめとした市民活動の推進役としても活動しています。

○子ども会
　遊びを中心とした異年齢の子ども同士の集団活動を通じて、子どもの自主性・創
造性・協調性を養い、心身の健全な育成を目的とする地域団体です。

○個別支援
　介護保険制度等による公的制度（サービス）により個人を直接的に支援すること、
また、ボランティアや地域の助けあいの需給調整等により、個人の問題を解決して
いくことです。
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か ○コミュニティワーク（コミュニティワーカー）
　一定の地域社会で生じる地域住民の生活問題を地域社会自らが主体的・組織的・
計画的に解決していけるよう、コミュニティワーカーが側面的援助を行う過程及びそ
の方法・技術です。
（『社会福祉用語辞典［第 6版］』　2008 年 1月発行　編集委員代表：山縣文治・柏女霊峰　から抜粋）

○コミュニティソーシャルワーク（コミュニティソーシャルワーカー）
　生活課題を抱える個々の相談支援をベースにしていて、その人の支援を地域の中
で展開しつつ、さらには地域ぐるみの支援の仕組みをつくっていくことを志向する支
援の方法論です。
（『社会福祉学習双書 2014　第 8 巻　地域福祉論　地域福祉の理論と方法』2014 年 3月改訂第5
版　編集：「社会福祉学習双書」編集委員会　から抜粋）

さ ○社会福祉協議会（本文中は「社協」と表記している箇所もあります）
　７ページを参照ください。

○社会福祉法人
　社会福祉事業を行うことを目的に、社会福祉法に基づき設立された法人です。

○社会的孤立
　家族・地域社会との交流が客観的にみて著しく乏しい状態をいいます。
（『平成 22 年度版高齢社会白書（内閣府）』から抜粋）

○障害者地域自立支援協議会
　地域における障害福祉に関する関係者による連携及び支援の体制に関する協議を
行うため、区ごとに設置しています。

○消防団
　火災や地震、風水害などの様 な々災害から地域を守るために、災害現場での活動
や火災予防の運動などを行っている組織です。団長は市長から、団員は団長から任
命されており、地域を守りたいという有志により成り立っています。

○女性会
　地域の女性たちが力を合わせて安心・安全で快適なまちづくりを行っている社会
教育関係団体です。「地域いきいき世話やきおばさん」として、青少年健全育成、福
祉、環境、防災などの地域の課題を学習し、それぞれの地域にあった方法で、課
題の解決や地域の絆づくりに取り組んでいます。

●  143  ●



さ ○商店街振興組合
　商店街が形成されている地域において、小売業又はサービス業に属する事業その
他の事業を営む者等が協同して経済事業を行うとともに、当該地域の環境の整備改
善を図るための事業を行っています。

○生活支援コーディネーター
　地域における生活支援の提供体制の整備に向けた取組みを推進するために、生
活支援の担い手の養成、資源開発や関係者のネットワーク化等のコーディネート業務
を実施します。

○成年後見制度
　認 知症、知的障害、精神障害などによって物事を判断する能力が十分ではない方（以
下、「本人」という）について、本人の権利を守る援助者（「成年後見人」等）を選
ぶことで、本人を法律的に支援する制度です。
（パンフレット「成年後見制度　詳しく知っていただくために」平成 25 年 9月　最高裁判所　から抜粋）

た ○地域ケア会議
　個別ケースの支援内容の検討、ケアマネジメントの支援、地域支援ネットワークの
構築、地域課題の把握などについて、多職種で連携・協働するために、介護保険
法第１０５条の４８に基づき、区ごとに設置しています。

○地域支えあい活動連絡会議
　「地域力の再生による生活支援推進事業（地域支えあい事業）」を実施している
小学校区ごとに設置している住民主体の会議です。地域の高齢者が抱えている生活
課題の把握とその支援方法の検討を行います。

○地域支援
個人の生活の困りごとを地域全体の問題として普遍化し、その問題を住民同士のネッ
トワークや住民の支えあい活動、関係機関・団体との協働により、住民自身で主体
的に活動できるよう支援していくことです。

○地域福祉活動計画
区の特性に応じた個性ある地域福祉の推進を目指して住民や関係機関・団体の参加
を得て、区社会福祉協議会が主体となって策定している計画です。平成１６年度に
策定して以降、第３次計画（平成２６年度から平成３０年度までの５か年計画）まで
策定しています。

○地域福祉計画
　９ページを参照ください。
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た ○地域福祉推進協議会
　すべての住民が安心して暮らすことのできる福祉のまちを、住民が主体となって地
域総ぐるみで推進することを目的として設立された団体です（市内全ての小学校区
で設立）。住民の理解と協力を得ながら運営し、行政、社協、他の地域活動団体、
社会福祉施設、ボランティア、ＮＰＯなどの関係機関・団体と協働しながら活動を進
めています。
構成団体は、区政協力委員会、民生委員児童委員協議会、保健環境委員会、老人
クラブ連合会、地域女性団体連絡協議会、子ども会連合会、障害者団体等、ボランティ
ア団体、ＮＰＯ法人、団体に属さない学区住民です。

○地域福祉推進計画
　９ページを参照ください。

な ○なごやか地域福祉２００５
　９６ページを参照ください。

○名古屋市総合計画
　市のまちづくりの方向性を明確化するとともに、市のめざす都市像を実現するため
に取り組む施策等を明示することを目的として策定した計画です。

○なごやこどもサポート区連絡会議
　児童虐待等の問題解決のため、各区において関係機関の連絡調整、情報交換を
実施するなごやこどもサポート区連絡会議を設置し、地域の力を生かした虐待防止
ネットワークづくりを促進しています。

は ○保健環境委員 ( 平成２７年３月まで保健委員 )
　公衆衛生に対する正しい知識の普及、実践などを通じて公衆衛生を向上増進し、
地区衛生活動の進展を図るため、市長から委嘱されています。
　近年においては、ごみの減量対策や環境保全活動などの新たな課題にも取り組ん
でおり、約 7,500	名の委員が、地域の公衆衛生活動のリーダーとして活躍しています。

ま ○民生委員・児童委員、主任児童委員（民生委員・児童委員協議会）
　３１ページを参照ください。

や ○老人クラブ
　同一地域に暮らす高齢者が集い、会員自らの生きがいと健康づくり、仲間づくり、
地域を豊かにすることを目的に「健康・友愛・奉仕」を柱とした活動を行っている自
主的な組織です。
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